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通所リハビリテーション（介護予防通所リハビリテーション） 

重 要 事 項 説 明 書 

＜令和６年６月 1 日現在＞ 

 

１．事業者（法人）の概要 

名 称 公益財団法人 いわてリハビリテーションセンター 

所 在 地 岩手県岩手郡雫石町七ツ森 16番地 243 

電 話 番 号 （ＴＥＬ）019-692-5800（ＦＡＸ）019-692-5807 

代 表 者 名 理事長 大井 清文 
 

２．事業所の概要 

事 業 所 名         いわてリハビリテーションセンター 通所リハビリテーション 

所 在 地         岩手県岩手郡雫石町七ツ森 16番地 243 

連 絡 先 （ＴＥＬ）019-692-5800 （ＦＡＸ）019-692-5806 

介護保険指定番号 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 0372101980 

サービスを 

提供する地域 
岩手県内全市町村 

 
３．事業所の特色等 

①（要介護 通所リハビリテーション） 

事業の目的 超高齢社会の到来による在宅ケアに対応していくため、指定通所リ

ハビリテーションの円滑な運営管理を図るとともに、要介護状態の利

用者の意思及び人格を尊重し、利用者の立場に立った適切な指定通所

リハビリテーションを提供することを目的とする。 

運営の方針 ①事業所は、要介護状態の利用者が可能な限りその居宅において、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、理

学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行うことによ

り、利用者の心身の機能の維持回復を図るものとする。また、利用

者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービス提

供に努めるものとする。 

②事業所は、利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止又は要介

護状態となることの予防に資するよう、その目標を設定し、計画的

に行うものとする。 

③事業所は、利用者の所在する市町村、居宅介護支援事業者、在宅介

護支援センター、地域包括支援センター、居宅サービス事業者、保

健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めるも

のとする。 

④事業の実施にあたっては、「指定居宅サービス等の事業の設備及び運

営に関する基準等を定める条例」（平成２７年３月２７日条例２５

号）に定める内容を遵守し、事業を実施するものとする。 

⑤入院時から退院後も含めて一貫したリハビリテーションサービスの

提供をするものとする。 

⑥事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を

講じるものとする。 
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②（要支援 介護予防通所リハビリテーション） 

事業の目的 超高齢社会の到来による在宅ケアに対応していくため、指定介護予

防通所リハビリテーションの円滑な運営管理を図るとともに、要支援

状態の利用者の意思及び人格を尊重し、利用者の立場に立った適切な

指定通所リハビリテーションを提供することを目的とする。 
運営の方針  ① 事業所は、要支援状態の利用者が可能な限りその居宅において、

その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、

理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行うことに

より、利用者の心身の機能の維持回復を図るものとする。また、利

用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービス

提供に努めるものとする。 

② 事業所は、利用者の所在する市町村、居宅介護支援事業者、在宅

介護支援センター、地域包括支援センター、居宅サービス事業者、

保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努める

ものとする。 

③ 事業の実施にあたっては、「指定居宅サービス等の事業の設備及

び運営に関する基準等を定める条例」（平成２７年３月２７日条例

２５号）に定める内容を遵守し、事業を実施するものとする。 

④ 入院時から退院後も含めて一貫したリハビリテーションサービス

の提供をするものとする。 

 

４．事業所の職員体制  

従業者の種類 
人数 

（人） 

区分  

常勤換算 
職務の内容 

常勤(人) 兼務(人) 

管理者（病院常勤医師兼務）  １ １  0.1 労務・業務管理 

通 

所 

職 

員 

医師（病院常勤医師兼務）  １以上 １  
0.1 利用者への医学的管

理指導 

看護師  １以上 １  0.3 看護 

 作業療法士 １以上 １  0.3 通所リハビリ 

テーション  理学療法士  ２以上 ２  0.6 

 事 務   １以上  １ 0.1 事務業務 

５．営業日、営業時間及び定員 

営業日及び営業時間 

火曜日 ９：００～１７：００ 

木曜日 ９：００～１２：００ 

  金曜日 ９：００～１２：００ 

サービス提供時間及び定員 

①    ９：００～１０：２０ ４名 

②  １０：３５～１１：５５ ４名 

③  １３：０５～１４：２５ ４名 

  祝日、休日、お盆及び年末年始（12月 29日～1月 3日）を除く 

＜サービスについての相談窓口＞ 

電話   ０１９－６９２－５８００ 

担当   業務推進部 鎌田 正治 
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６．サービス内容 
（１）機能訓練 

（２）健康チェック 

（３）リハビリマネジメント（介護給付） 

（４）運動機能向上 

（５）リハビリテーション相談 

 

７．通所リハビリテーション従業者の禁止事項 
サービス提供の際の事故やトラブルを避けるために、通所リハビリテーション従業者は

サービスの提供にあたって、次の行為は行いません。 

（１）医療行為（ただし、医師が行う場合を除くほか、看護職員、理学療法士等が行う診療

の補助行為を除く。） 

（２）利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

（３）利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

（４）身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除く） 

（５）その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行  

  為 

 

８．サービス従業者 
（１）サービス従業者とは、利用者の通所リハビリテーションを提供する事業所の職員であ

り、主として療法士等が該当します。 

  また、契約書及び重要事項説明書は、通所リハビリスタッフに代わって相談員又は事務

員等が説明させていただく場合があります。 

（２）利用者を担当する通所リハビリスタッフの選任（担当の変更を含む）は、事業所が行

い、利用者が通所リハビリスタッフを指名することはできません。 

事業所の都合により担当の通所リハビリスタッフを変更する場合は、利用者やその家族

に対し事前に連絡するとともに、サービス利用に関する不利益が生じないよう十分配慮

します。 

（３）利用者が、担当スタッフの変更を希望する場合には、その理由（業務上不適当と判断

される事由）を明らかにして、事業所まで申し出てください。 

 ※業務上不適当と判断される事由がない場合には、変更をできないことがあります。 

（４）事業所は、利用者からの希望による変更も含め、通所リハビリスタッフの変更によ

り、利用者及びその家族等の介護者に対して、サービス利用に関する不利益が生じない

よう十分配慮します。 

 

９．提供するサービスの利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）について 

（１）あなたがサービスを利用した場合の「基本利用料」は以下のとおりであり、あなたか

らお支払いいただく「利用者負担金」は、負担割合証に記載された負担割合による額で

す。ただし、介護保険の支給限度額を超えてサービスを利用する場合、超えた額の全額

をご負担いただきます。 

（２）利用料について、事業者が法定代理受領を行わない場合に係る利用料は、全額を一旦

お支払いただきます。この場合、「サービス提供証明書」を交付しますので、｢領収書｣

を添えてお住まいの市町村に居宅介護サービス費等の支給（利用者負担額を除く）申請

を行っていただくこととなります。 
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①（要介護 通所リハビリテーション） 

サービス提供区分（基本料） 単価（円） 
利用者負担額（円） 

１割 ２割 ３割 

要介護１（１日につき） ３，６９０円 ３６９円 ７３８円 １，１０７円 

要介護２（１日につき） ３，９８０円 ３９８円 ７９６円 １，１９４円 

要介護３（１日につき） ４，２９０円 ４２９円 ８５８円 １，２８７円 

要介護４（１日につき） ４，５８０円 ４５８円 ９１６円 １，３７４円 

要介護５（１日につき） ４，９１０円 ４９１円 ９８２円 １，４７３円 
 

加算・減算区分 単価（円） 
利用者負担額（円） 

１割 ２割 ３割 

リハビリテーションマネージメント加算 ロ 

（６月以内）（１月につき） 
８，６３０円     ８６３円   １，７２６円   ２，５８９円 

リハビリテーションマネージメント加算 ロ 

（６月超）（１月につき） 
５，４３０円 ５４３円 １，０８６円 １，６２９円 

リハビリテーションマネージメント加算 ハ 

（６月以内）（１月につき） 
１０，６３０円 1，０６３円 ２，１２６円 ３，１８９円 

リハビリテーションマネージメント加算 ハ 

（６月超）（１月につき） 
７，４３０円 ７４３円 １，４８６円 ２，２２９円 

短期集中個別リハビリテーション実施加算（１日につき） １，１００円 １１０円 ２２０円 ３３０円 

理学療法士等体制強化加算（１日につき） ３００円 ３０円 ６０円 ９０円 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）（１日につき） ６０円 ６円 １２円 １８円 

送迎非実施による減算（往復）（１日につき） ▲９４０円 ▲９４円 ▲１８８円 ▲２８２円 

科学的介護推進体制加算 ４００円 ４０円 ８０円 １２０円 

退院時共同指導加算 ６,０００円 ６００円 １,２００円 １,８００円 

 

②（要支援 介護予防通所リハビリテーション） 

サービス 

提供区分 

要支援１ 要支援２ 

利用料 
利用者負担額 

利用料 
利用者負担額 

１割 ２割 ３割 １割 ２割 ３割 

通常の場合 

（基本） 
22,680円 2,268円 4,536円 6,804円 42,280円 4,228円 8,456円 12,684円 

 

加算・減算区分 単価（円） 
利用者負担額（円） 

１割 ２割  ３割  

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

（要支援１）（１月につき） 
２４０円 ２４円 ４８円 ７２円 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

（要支援２）（１月につき） 
４８０円 ４８円 ９６円 １４４円 

科学的介護推進体制加算 ４００円 ４０円 ８０円 １２０円 

退院時共同指導加算 ６,０００円 ６００円 １,２００円 １,８００円 
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１０．利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）その他の費用の請求及び支払方法について 

１．利用料、利用者負担

額（介護保険を適用

する場合）、その他の

費用の請求方法等 

ァ 利用料利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の

額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計金額により請求いたし

ます。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月１５日頃利用者あ

てお届け（郵送）します。 

２．利用料、利用者負担

額（介護保険を適用

する場合）、その他の

費用の支払い方法 

ァ サービス提供の都度お渡しするサービス提供記録の利用者控えと内容を

照合のうえ下記のいずれかの方法によりお支払い下さい。 

①事業者指定口座への振り込み 

②窓口での現金支払い 

イ お支払いを確認しましたら、支払方法の如何によらず、領収書をお渡しし

ますので、必ず保管されるようお願いいたします。（医療費控除の還付請

求の際に必要となることがあります。） 

 

１１．サービスの提供にあたって 

（１）サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、

要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の

住所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

（２）利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申

請が行われるよう必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行われ

ていない等の場合であって、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅

くとも利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30日前にはなされるよ

う、必要な援助を行うものとします。 

（３）利用者に係る居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」に

基づき、利用者及び家族の意向を踏まえて、｢通所リハビリテーション実施計画書｣を作

成します。なお、作成した「通所リハビリテーション実施計画書」は、利用者又は家族

にその内容を説明いたしますので、ご確認いただくようお願いします 

（４）サービス提供は「通所リハビリテーション実施計画書」に基づいて行います。事業者

は「通所リハビリテーション実施計画書」に沿って「サービス内容説明書」を作成し、

利用者又は家族にその内容を説明します。 

（５）事業者は、「サービス内容説明書」に記載したサービスを提供します。 

（６）サービス提供は「通所リハビリテーション実施計画｣に基づいて行います。なお、「通

所リハビリテーション計画」は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要

に応じて変更することができます 

（７）「通所リハビリテーション実施計画書」を作成又は変更した場合には、当該「通所リ

ハビリテーション実施計画書」を利用者に交付するものとします。 

（８）「通所リハビリテーション実施計画書」が利用者との合意をもって変更され、又は利

用者の申し出により、事業者が提供するサービスの内容又は介護保険適用の範囲が変更

となる場合は、新たな「サービス内容説明書」を作成します。 

（９）通所リハビリテーション従業者に対するサービス提供に関する具体的な指示等は、す

べて当事業者が行いますが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充

分な配慮を行います。 
 
１２．サービス利用にあたっての留意事項  
当センターの通所リハビリテーション等の利用に当たって以下の事項について留意されま

すよろしくお願い致します。 

（１）施設内及び敷地内での飲酒・喫煙はご遠慮下さい。 

（２）気分が悪くなったときはすみやかに申し出て下さい。 

（３）体調不良によって通所リハビリテーションに適さないと判断される場合には、サービ

スの提供を中止することがあります。 
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（４）共有の施設・設備は他の迷惑にならないよう利用して下さい。 

（５）適切なサービス提供を維持するため、関係者に対する身体的な暴力、暴言、脅し、威

嚇、不当な請求、セクシャルハラスメント、迷惑電話などの行為は一切許容しません。 

（６）時間に遅れた場合は、サービスが受けられない場合があります。 

（７）送迎サービスは行っておりません。 

 

１３．サービス内容に関する苦情 
（１）事業所利用者相談・苦情担当 

当事業所で提供している各サービスについての相談・苦情は、下記のところで承りす。 

 担当  業務推進部 鎌田 正治 電話   019-692-5800 

（２）その他 

当事業所以外に、市町村の相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。 

 市町村名 担       当 電  話 

□ 盛岡市 ・介護高齢福祉課 （019）651–4111 

□ 雫石町 ・福祉課介護保険担当 （019）692-2111 内線 132  

□ 滝沢市 ・健康福祉部高齢者支援課 （019）684-2111 内線 135  

□ 
その他の市町村 

（      ） 
  

□ 
岩手県国民健康 

保険団体連合会 
 ・介護サービス苦情･相談窓口 （019）604–6700 

 

１４．緊急時の対応方法について 

 サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主

治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先

にも連絡します。主治医への連絡が困難な場合は必要な処置を講ずるものとし、しかるべ

き処置をした場合には、速やかに管理者及び主治医に報告します。 

主
治
医 

医療機関名  いわてリハビリテーションセンター 

氏   名   

連 絡 先       ０１９－６９２－５８００ 

ご
家
族
等 

氏 名       

連 絡 先       

 

１５．事故発生時の対応について 

利用者に対する指定通所リハビリテーションの提供により事故が発生した場合は、市町

村、利用者の家族、利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措

置を講じます。 

また、利用者に対する指定通所リハビリテーションの提供にともなって、事業者の責め

に帰すべき事由により利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合は、利用者に対し

てその損害賠償を速やかに行います。 
 
１６．心身の状況の把握 

指定通所リハビリテーションの提供にあたっては、居宅介護支援事業者が開催するサー

ビス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療

サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めるものとします。 
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１７．居宅介護支援事業者等との連携 
（１）指定通所リハビリテーションの提供にあたり、居宅介護支援事業者及び保健医療サー 

ビスまたは福祉サービスの提供者と密接な連携に努めます。 

（２）サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「通所リハビリテー 

ション計画」の写しを、利用者の同意を得た上で居宅介護支援事業者に速やかに送付し 

ます。 

（３）サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内 

容を記した書面またはその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 

 

１８．サービス提供の記録 
（１）指定通所リハビリテーションの実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、そ 

の記録は、その完結の日から２年間保存します。 

（２）利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請 

求することができます。 

（３）提供した指定通所リハビリテーションに関し、利用者の健康手帳の医療の記録に係る 

ページに必要な事項を記載します。 

 

１９．非常災害等の対応 
（１）事業所は、いわてリハビリテーションセンターの消防計画、風水害、地震等の災害計

画に基づき、非常災害対策を行い、従事者は、常に災害発生防止と利用者の安全確保に

努めます。 

（２）自然災害の発生や感染症の拡大等に際し、必要に応じて対処する体制をとるとともに 

業務継続に向けた計画等を策定し、研修又は訓練を実施します。 

 

２０．衛生管理等 
（１）サービス従業者等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（２）指定通所リハビリテーション事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努 

めます。 

（３）指定通所リハビリテーション事業所において感染症が発生し又はまん延しないよう 

に次の各号に掲げる措置を講じます。 

 ア 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を年２回

以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

 イ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

 ウ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施し

ます。 

（４）食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助 

言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

 

２１．利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

（１）事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする

上で知り得た利用者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

（２）また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続し

ます。事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた

め、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき

旨を、従業者との雇用契約の内容とします。 
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２２．個人情報の取り扱い 
  当事業所では、個人情報の保護に努め、あらかじめ利用者又は家族の同意を得ずに利用

目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱うことはしません。 

(１) 個人情報の取得 

当事業所では、利用者の介護サービスの提供及び当事業所の管理運営に必要な範囲

において個人情報を取得します。 

(２) 個人情報の利用及び提供 

 当事業所では、個人情報の取り扱いに当たり、次に掲げる目的の範囲内で個人情報

を利用します。 

ア 当事業所内での利用 

①診療録、医師指示書通所リハビリテーション計画書、介護予防通所リハビリテーシ

ョン実施記録、リハビリテーションカンファレンス（会議）記録、その他介護予防

通所リハビリテーションの実施、評価、検討に関する記録 

②利用者及び家族への説明 

③介護サービス向上のための通所リハビリテーションに関する症例研究や発表、職員

研修、学生実習教育等 

④当センターの入院患者の退院支援の充実や回復期リハビリテーション医療の向上の

ための医療担当職員への情報提供 

イ 事業所外への提供等の利用 

 ①他の病院等の主治医との連携 

②リハビリテーション会議、サービス担当者会議 

③他の在宅サービス事業者や居宅介護支援事業者等との連携 

 ④介護保険報酬請求事務 

⑤他の法令に基づく裁判所、その他公的機関等からの照会に対する回答 

⑥法令に基づく県、市町村その他関係機関への報告 

⑦当事業所が契約している損害保険会社、弁護士への連絡 

⑧介護サービス向上のための通所リハビリテーションに関する症例研修や発表 

ウ ア及びイのほか、通所サービスの円滑な実施のための管理運営業務及び緊急時等に

おいて，利用者の生命その他権利・利益を保護するため 

（３）個人情報の開示等 

 ア 診療録等の情報開示については、当センターの規程に基づいて原則として利用者本

人の申請により所定の手続きのうえ開示（閲覧、複写等）します。 

 イ 利用者又は家族から当センターの規程に基づいて個人情報の訂正又は利用の停止等

の申し出があった場合には、適切に対処します。 

 

２３．虐待の防止について 

事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じます。 

(１)  虐待防止の対策を適切に実施するため、虐待防止担当者を置きます。 

(２)  虐待防止のための指針を整備します。 

(３)  従業者に対する虐待防止のための委員会及び研修会を定期的に実施します。 

(４)  サービス提供中に、当該事業所従業者又は擁護者(利用者の家族等高齢者を現に擁護す

る者)による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、市町村へ通

報するものとします。 

 

２４．身体拘束の適正化について 

  事業所は、身体拘束の適正化を図るため、次の各号に掲げる措置を講じます。 

（１） 利用者又は利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身 

体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という）を行わない 

ものとします。 

（２） 前項にある身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身 

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録するものとします。 
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２５．身分証携行義務  
通所リハビリテーションを行う者は、常に身分証を携行し、初回時及び利用者または 

利用者の家族から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。 

 

２６．サービスの終了について 
（１）利用者は、事業者に対して１週間の予告期間をおいて文書で通知をすることにより、

この契約を解約することができます。ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得な

い事情がある場合は、予告期間が１週間以内の通知でもこの契約を解約することができ

ます。 

（２）事業者は、やむを得ない事情がある場合、利用者に対して１ヶ月間の予告期間をおい

て理由を示した文書で通知することにより、この契約を解約することができます。 

（３）次の事由に該当した場合、利用者は、文書で通知することにより、直ちにこの契約を

解約することができます。 

ア 事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合 

イ 事業者が守秘義務に反した場合 

ウ 事業者が利用者やその家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合 

エ 事業者が破産した場合 

（４）次の事由に該当した場合事業者は、文書で通知することにより、直ちにこの契約を解

約することができます。 

ア 利用者のサービス利用料金の支払が 3ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告した

にもかかわらず 10日以内に支払われない場合 

イ 利用者またはその家族が事業者やサービス従業者に対して、この契約を継続し難い

ほどの背信行為を行った場合 

ウ 利用者が亡くなった場合 

 


